
 

令和６年度 群馬県社会福祉事業団本部事業計画 

 

Ⅰ 基本方針 
近年、生産年齢人口の減少をはじめとする本格的な人口減少社会の到来、福祉ニーズの複雑・多

様化、また、地域社会そのもののあり方が変容を遂げており、社会福祉法人もこうした変化に応じ

た対応が求められている。 

様々な福祉課題を解決していくためには、盤石な財政基盤の確立が不可欠であるが、とりわけ人

材の確保・育成・定着は、法人が持続的に地域社会の中で福祉サービスを提供するための重要な要

素であり、喫緊の課題である。 

このため、処遇改善加算を活用したインセンティブの働く人事・給与制度改革、ＩＣＴの活用に

よる業務改善、外国人材へのアプローチ及び次代を担うリーダー育成に積極的に取り組み、職員一

人ひとりが主体性を持ってアクションを起こせる組織風土を醸成しながら、「未来創造クローバープ

ラン（中長期計画）」の具現化に向けて、課題解決を進めていくこととする。 

 

Ⅱ 事業内容 
■特別養護老人ホームの運営 

特別養護老人ホーム４園は、稼働率の向上に努め長期的視点に立った経営手法を確立し、

それぞれの地域の高齢者福祉の拠点として、特徴ある施設づくりをすすめ、地域住民のニー

ズに継続して応えられる体制を確立する。 

 

■障害福祉サービスの運営 

指定管理施設である県立障害者リハビリテーションセンター及び館林市障がい者総合支援

センターでは、民間施設との機能分担のあり方を検討し、県立及び市立施設としての役割を

更に追求する。また、まるべりー（グループホーム事業他）では、障害者の地域移行と社会

参加を推進し、伊勢崎市、桐生市、館林市で運営する障害福祉サービスの相談支援事業で

は、他の障害者福祉サービスとの連携を図り、ネットワークの構築や地域の福祉ニーズの掘

り起しに取り組んでいく。 

 

■指定管理施設の運営統括 

指定管理申請に基づいた事業を着実に推進するとともに、利用者ニーズを把握し、事業内

容を常に見直すなどの取組により、利用者の確保と満足度の向上に努める。 

  

Ⅲ 本年度の重点的項目 
１ 中長期計画に基づいた経営 

中長期計画に基づき策定した令和６年度アクションプランに沿って、各施設、法人内横断的会

議体の中で課題解決及び目標達成に取り組む。 

本年は、計画運用から５年目の見直し年となる。課題の再整理や修正を行い、５年後の将来を

見据えた実効性のある計画を策定する。 

（１）中長期計画の進捗管理 

法人の将来像を見据えた、施設整備、人材育成、給与体系等法人全体の運営に関する各種

課題を解決するためには、計画の進捗管理が重要となる。このため、年度毎のアクションプ

ランを策定し、年度末にＰＤＣＡサイクルに基づいた評価・改善を行う。 

（２）特養の改築を見据えた安定した経営の確保 

法人内特養４施設中２施設が設置から 45年以上、１施設が 25年以上を経過しており、施

設の劣化が進んでいる。中長期計画では、施設改築予定年度を定め、整備及び資金計画を策

定し、本計画に基づき計画的な施設整備が行えるよう中長期的視点に立った経営を推進す

る。 

（３）適正な人員配置による効率的な経営 

適正な職員定数に基づいた定数管理を徹底し、効率的、効果的経営に努める。 



 

 

２ 人材の確保・育成への取り組み 

（１）人材確保対策の強化 

介護職員の処遇改善を継続的に行うとともに、介護員養成校への積極的な訪問活動やホー

ムページ等を通じた広報活動など人材確保対策の一層の強化を図る。 

（２）外国人材の受入 

国では、開発途上国等の外国人を一定期間に限り受け入れ、技能を移転する目的で運用し

てきた「外国人技能実習制度」を廃止し、人材確保と人材育成を目的とする「育成就労制度

（仮称）」を創設する方針を決定した。「育成就労制度（仮称）」は、就労を目的とすることが

明確に打ち出されており、当法人でも継続して受入を行うとともに、将来のマンパワーに活

用すべく、外国人留学生の就学支援を行う奨学金の貸付制度を創設する。 

（３）人材育成の強化 

法人キャリアパスに基づき、職員一人ひとりがキャリアデザインを描ける支援を行う。 

また、研修指導センターを中心として効果的な階層別及び目的別研修を実施する。 

（４）人事評価制度の確立 

職員各自にフィードバックする仕組みと様々な角度からの評価を取り入れ、「あるべき職員

像」に対し、自らの「強み」や「弱み」を認識し、改善につなげてステップアップできる評

価制度を確立するため、制度の試行と評価者研修を行い、本格稼働に備える。 

 

３ 広報戦略 

情報発信は、利用者や人材確保、法人に対する理解促進、職員とのコミュニケーションを通し

た組織活性化に重要である。 

このため、広報委員会及び広報推進担当を中心に、広報戦略についての各種検討を行う。 

  

４ 地域共生社会実現に向けた地域における公益的な取組の実施 

（１）「地域貢献推進ビジョン」及び「アクションプラン」の推進 

地域共生社会の実現に向け、「地域貢献推進ビジョン」及び「アクションプラン」に基づ

き、各施設における取組、法人全体としての取組及び他の社会福祉法人との連携による取組

の三つの柱建てにより積極的に地域貢献事業の推進を図る。 

 

５ 災害及び感染症対策の取組 

（１）自然災害への対応 

地震、台風をはじめとする自然災害においては、いかに福祉サービスを継続させていくか

が大きな課題であり、日頃から避難計画をはじめとした各種マニュアルの策定や訓練の実施

に加え事業継続計画の策定も含めた万全の備えが求められている。 

このため、各種防災マニュアル及びＢＣＰ計画に基づき、有事に際しても利用者の安全確

保と継続した事業が実施できるよう万全に備える。 

他の社会福祉法人との連携としては、県内では施設間相互応援や災害派遣福祉チーム（Ｄ

ＷＡＴ）等の災害福祉ネットワークへの積極的な対応を行うとともに、災害時相互応援協定

を締結している関東内四県の事業団とはブロック会議等を通して情報共有を図り、連携強化

に務める。 

（２）感染症対策 

新型コロナウイルス感染症をはじめとした感染症対策を徹底し、適切な初動対応と継続し

たサービス提供ができるよう法人内研修及び日常訓練を実施する。 

 


